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     Title:     Growth Accounting of the Chinese Economy: 1981-1995 
     Authors:  EZAKI Mitsuo and SUN Lin 
 
This paper provides growth accounting of the Chinese economy in three levels (i.e., 
national economy, three aggregate regions, and thirty provinces) for the period 
1981-1995 covering three five-year plans (i.e., sixth, seventh, and eighth). A new 
method is developed to estimate TFP (total factor productivity) and capital stocks 
simultaneously based on the framework of growth accounting. Empirical results 
indicate the importance of capital input in the rapidly growing Chinese economy, but 
show the crucial role played by the TFP growth in the widening gap of GDP growth 
between Eastern and the other regions in recent years. 
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            中国経済の成長会計分析（1981-95 年） 
 

                                               江崎光男 ＊・孫 林 ＊＊ 

 

１．はじめに 

 

  中国は過去 17 年間、平均 10％の成長率で成長してきたが、これからも、そ

れに近い高成長を持続する可能性が高いと、多くの分析が予想している（例え

ば、経済企画庁［1997］、World Bank [1997]、中国社会科学院［1994］等）。

しかしながら、他方で、中国の高度成長について悲観的な見方もよく見られる。

その代表例が「まぼろしのアジア経済」的な見方（Krugman [1994]）、すなわ

ち、中国においても、東アジア NIEs と同様、生産効率の改善は微々たるもので、

その成長のほとんどが大規模な投入増大に依存するため、やがては成長の限界

にぶつかるのではないかという見方である。(1)  中国国内でも、90 年代に入り、

技術進歩に基づく成長を目指して、成長パターンの転換が強調され始めた。(2) そ

れに伴い、高度成長期の生産性と成長要因分析について、関係者の間で関心が

高まりつつある。 

本稿の目的は、「改革開放」から最近時に至る 3 つの 5 ヵ年計画期（第 6 次

～第 8 次、1981-1995 年）について、全経済、地域、省・直轄市・自治区を対象

にする GDP レベルの成長会計分析を試み、高度成長期における成長要因と生産

性の役割を定量的に明らかにすることである。中国経済の成長要因分析につい

ては、 今までいくつかの先行研究が行われている。その中で、もっとも包括的

かつ精密な研究は、1953-1990 年に関する中日米チームによる共同研究（李京文

他〔1993〕、Li Jingwen et al. [1992]）であり、この研究と計測結果を比較

することも本稿の目的の１つになっている。(3) 上記の先行研究と異なる我々の

研究の特色は次の２点にある。(1)方法論の違い。本研究では、成長会計の枠組

みに基づき、資本ストックと全要素生産性（Total Factor Productivity、TFP）

の両者を同時に推計する新しい方法論を採用（開発）した。(2)研究対象の違い。 

我々の研究では、改革開放以来の 15 年間（1981-1995 年）について、中国の全
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経済・全国レベルのみならず、地域レベル(東部・中部・西部の３地域）および

省レベル(30 の省・直轄市・自治区)においても計測と分析を試みた。 

  以下、方法論（第 2 節）、データ処理（第 3 節）、全国レベルの計測と分析

（第 4 節）、地域・省レベルの計測と分析（第 5 節）について述べる。最後の

第 6 節は要約と結論、末尾の付論は、解の導出プロセスに関するテクニカル・

ノートである。 

 

２．方法論（資本ストックと TFP 成長の同時決定） 

 

  中国に限らず多くの国で資本ストックのデータを得ることは決して容易なこ

とではない。本稿では、‘六五’計画期（1981-1985 年）から‘八五’計画期

（1991-1995 年）までの 15 ヵ年（1981-1995 年）を対象に、成長会計の枠組み

の中で資本ストックを直接推計することを試みる。この方法のエッセンスは、

グロース・アカウンティング（成長会計）とストック・フロー関係式（投資累

積）を統合し、それに毎期の投資フロー・データを組み合わせて、資本ストッ

クと TFP 成長の両者を同時かつ整合的に決定・推計することにある。以下、方

法論を略述する。 

  GDP 成長率を GY、労働の成長率 GL、資本ストックの成長率を GK、TFP の成長

率を GT、労働分配率をω、資本ストックを K、実質投資額を I、減価償却率をδ

とすれば、 

 

(1)      GY =ω GL + (1-ω) GK + GT             (成長会計の恒等式) 

(2)      GK = I/K –δ                          （投資累積の恒等式） 

 

が成立するから、両式を組み合わせれば、資本ストック（K）と投資フロー（I）

の間の関係式 

 

(3) K = [ (1-ω) / ( GY –ω GL – GT + (1-ω)δ ) ]・I 

 

が得られる。この関係式に、分析対象期間の 15 ヵ年（1981-1995 年）について、
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まず初期値として適当な水準の TFP 成長率（GT）を設定し、次に、現実に観察

された 15 ヵ年平均の成長率（GY,GL）、15 ヵ年平均の分配率（ω）と減価償却

率（δ）、さらに 15 ヵ年で平均された実質投資額（I）を適用すれば、15 ヵ年

平均の資本ストック（K）を計算することができる。これを対象期間中央（1988

年中央）の資本ストックとみなすことにする。 

  この 1988 年央の資本ストックをベースに、毎年の実質投資額（I(t)）を 

 

(4)     K(t+1) = (1–δ) K(t) + ( I(t)+I(t+1) )/2 

(5)     K(t-1) = [ K(t) – ( I(t)+I(t-1) )/2 ] / (1-δ) 

 

に従って前後 15 ヵ年間で累積すれば、各期の資本ストックが計算され、結果と

して 15 ヵ年平均の資本ストック成長率（GK）が得られる。(4) この成長率を最

初の成長会計式に適用して 15 ヵ年平均の TFP 成長率（GT）が新たに計算される。

これはもちろん GT の初期値と異なるから、GT の初期値を適切な方向で変化さ

せ、同じ計算を再度実行し、新しく得られた GT を変化させた GT の初期値と比

較する。このような計算プロセスが繰り返され、プロセス初頭の GT とプロセス

末尾の GT が一致するまで続けられる。 

以上では、繰り返し計算（iteration）により方法論を説明したが、この方法

は、一般に、TFP 成長率を未知数（ｘ）にする高次多項式（データ期間が 15 年

の場合は ｘ16 の式）の解を求める問題に帰着する。(5) 従って、現実のデータ

に対応する解は理論的には複数個で存在するが、TFP 成長率と資本ストック水準

から判断して現実に意味のある解は、第４節の計測結果および付論における解

の導出プロセスが示すように、唯１つしか存在しない。 

 

３．データ処理（1980-1995 年） 

 

この方法をまず中国の全経済に、次に地域・省レベルに適用したのであるが、

計測に先立って、データの出所・概念・加工の仕方等について、その概略を説

明しておこう。 

  まず、データの出所であるが、本研究で使われているデータは、全て、中国
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政府（国家統計局）が正式に公表している年鑑類から採られている。その主な

ものは、『中国統計年鑑』(各年版)、『中国固定資産投資統計年鑑 1990-1995』、

『改革開放十七年的中国地区経済』である。 

次に TFP 成長率と資本ストックの計測に必要な 5 種類のデータ（GY、GL、ω、

δ、I）の概念と作成法である。第 1 に、GDP 成長率 (GY) は、全国・地域・省

の全てのレベルで、実質 GDP に依拠している。第 2 に、労働投入量 (GL) につ

てであるが、全国の場合は、『中国統計年鑑 1996』所収の各年の労働者総数で

ある。(6) 各省の場合、各年の『中国統計年鑑』（1985 年以降）と『改革開放十

七年的中国地区経済』（1985 年以前）のデータを利用する。従って、本稿の労

働投入量データにおいては、労働時間の変化および質の変化は考慮されていな

い。第 3 に、労働分配率（ω）は『中国統計年鑑』の「労働者報酬」に基づい

ている。各省レベルで 1993 年から 1995 年のデータが利用可能であるから、そ

の平均値を 1981 年から 1995 年の 15 年間の平均値とみなす。全国と 3 地域（東

部、中部、西部）は各省データの加重平均である。全国レベルで使用された平

均分配率は 0.515 である。第 4 に、減価償却率（δ）については、国有企業の

1980 年から 1992 年の平均減価償却率（0.049）を、全国、各地域、各省で共通

の平均減価償却率とみなすことにする。 

最後に、毎年の実質投資額 (I) であるが、『中国統計年鑑』における各年名

目の「全社会固定資産投資」を、1995 年が１である投資デフレーターで実質化

する。投資デフレーターの作成に当たって、1990 年から 1995 年の期間について

は、全国、各省ともに、『中国統計年鑑』の「固定資産価格指数」を利用する。

1980 年から 1989 年の期間については、全国の場合、『中国統計年鑑 1996』の ｢工

業品生産者価格指数｣ の「機械工業価格指数」と『中国建築業統計年鑑 1996』

の「建築業総産出価格指数」の加重平均を固定資産価格指数として利用する。

(7) 各省の場合は、『中国統計年鑑 1996』の｢工業品生産者価格指数｣の「機械工

業価格指数」と「建築材料工業価格指数」(各省の賃金上昇を考慮するために『改

革開放十七年的中国地区経済』の｢職工実質賃金指数｣を取り入れる)の加重平均

を固定資産価格指数として利用する。(8)  

ここで注意すべき点は、全社会固定資産投資は総額のデータであり、各種投

資財の構成や効率は全く考慮されていないから、それを累積して計測される資
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本ストックも総量のデータで、各種資本財の構成や効率を考慮せず、かつ景気

変動に伴う稼働率の変動も直接には考慮されないという制約である。上述した

ように、労働投入のデータについても同じ制約がある。結果として、労働と資

本の質的変化、労働時間・資本稼働率の変動が、残差としての TFP 成長に含ま

れることになる。 

 

４．全国レベルの計測結果（1981-1995 年）と分析 

 

前２節の方法論とデータを全経済・全国レベルに適用し、1981-1995 年の TFP

成長率と実質資本ストック（1995 年価格）について、表 1 のような計測結果を

得た。TFP 増加率の計測に関連して、中米日共同研究チームの成果（李京文他

［1993、表 2-3］）の 1 部も比較可能な形で表 1 に掲げられているが、増加率の

水準で見ても、その変動パターンで見ても、両者の計測結果は驚くほど似通っ

ている。(9)   

表１では、TFP の平均成長率が 3.75％と推計されている。これは、付論に示

された解の導出プロセスから理解されるように、経済的に意味のある唯一の推

定値である。また、平均 3.75％の TFP 成長率は、前節で述べたように、1981-1995

年の 15 年間を対象にし、労働分配率（ω）を 0.515、減価償却率（δ）を 0.049

に設定した場合の推定値である。ωを 0.45 から 0.53 まで変化させた場合、TFP

成長率は 3.22％から 3.87％まで変化する（1995 年の資本ストック：122129→

122134 億元）。δを 0.030 から 0.049 まで変化させた場合、TFP 成長率は 3.56％

から 3.75％まで変化する（同資本ストック：137905→122180 億元）。データ期

間を八五計画期（1991-1995 年）の 5 ヵ年に設定すれば、TFP の平均成長率は

3.75％から 4.69％まで上昇する（同資本ストック：122180→110186 億元）。(10)

以上のセンシティビティに関する実験から、表 1 の TFP 推計値に基づく 15 ヵ年

の長期分析は、減価償却率や労働分配率が多少変ったとしても、大きく変るこ

とはないと判断される。(11) 

表 1 の各指標の成長率から理解されるように、「改革開放」以来の 15 年間、

中国の GDP は平均 10.23％で成長してきたが、特に、‘八五’計画期には 12.03％

に達した。労働投入の増加率は持続的に減ってきた。資本ストックの方は概ね
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GDP に平行して増加し、「投資過熱時期」には GDP 成長率を超える増加率で増加

した。特に、‘七五’計画期には、実質投資の年平均増加率が 3.2％まで低下し

たのに、実質資本ストックの増加率は 11.77％に達し、同期間の GDP の年平均成

長率より 3.85％高かった。TFP の方は、81、89、90 年を除いて、プラスの成長

を保ってきた。‘六五’、‘七五’、‘八五’の期間別に見ると、‘七五’期

間が一番低く、0.86％しかなかったのに対して、‘六五’は 4.33％、‘八五’

は 6.06％という高水準の平均増加率を達成した。 

表２は、同じ 1981-1995 年について、GDP 成長に対する労働投入、資本ストッ

ク、TFP の貢献、および 1995 年を 1 とする 15 年間の GDP、労働投入、資本スト

ック、TFP の実質指数を示している。 

表 2 の GDP 成長に対する労働投入、資本ストック、TFP の貢献と各指数は、中

国マクロ経済の成長要素を明示している。15 年間の指数変化から理解されるよ

うに、中国の GDP は 4 倍に増えてきた。このような GDP の成長に対して、各要

素の貢献を見てみよう。 

GDP の成長に対して、労働投入の貢献は一貫して低水準に止まっていた。15

年間の平均貢献率は 13.18％、その間、30％を超える年は 1981、1990 年だけで、

‘八五’期間は年平均 8.25％しかない。明らかに、中国経済の高度成長に対し、

労働投入の貢献は非常に限られていた。15 年間の指数変化から分かるように、

労働ストックは実質的に 1.43 倍にしか増えなかった。 

  他方、GDP の成長に対して、資本投入は一貫して決定的な要素である。15 年

間の指数変化から見ると、実質資本ストックは 4.2 倍にも増加した。15 年間、

資本投入の貢献率が 30％以下の年は１年（1992 年）、40％以下の年は 3 年（1984、

1991、1993 年）だけで、15 年間の年平均貢献率は 50.19％に達していた。‘六

五’、‘七五’、‘八五’の期間別に見ると、‘七五’期間が一番高く 72.11％

に達したのに対して、‘六五’期間が 43.91％、‘八五’期間が 41.38％と相対

的に低く、しかも、30％あるいは 40％以下の４年の中で、３年が‘八五’期間

に集中している。中国の 15 年間の高度経済成長は資本投入に大きく依存してき

たことは明らかである。この資本投入への高依存度は、90 年代に入って、多少

弱まったものの、1994（47.37％）、1995 年（58.15％）の状況から見ると、依

然として高水準にとどまった。  
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GDP の成長に対する労働投入貢献の低水準と資本投入貢献の高水準に対して、

TFP の貢献は 15 年間でかなり不安定な成長要素となっていた。TFP の絶対水準

は 15 年間で、労働より少し多い、資本よりはるかに少ない、1.72 倍にしか増え

なかった。15 年間の年平均増加率は 3.75％で、この期間、3 ヵ年（1981、1989、

1990 年）で TFP 成長率はマイナスになり、GDP 成長への貢献率が 50％を超える

年は 3 ヵ年（1984、1992、1993 年）だけであった。一番低かった‘六五’期間

は平均で 10.88％の貢献でしかなかった。‘八五’期間の増加率と貢献率の平均

値（6.06％、50.37％）は高かったものの、1992 年から両者とも下り坂を辿って

いる。 

結論的に言えば、「改革開放」以来の 15 年間、中国の経済成長はかなり良好

なパフォーマンスを演じてきたが、その主な部分は安定かつ高水準の資本投入

によるものである。しかも、93 年以降、GDP 成長に対して、資本投入の重要性

が再び高まる傾向を見せている。労働投入の GDP 成長に対する貢献は安定かつ

低水準にとどまり、90 年代に一層低下している傾向を見せている。これに対し

て、TFP の GDP 成長に対する貢献はかなり不安定のものとなっている。労働投入

は言うまでもなく、時には資本投入よりも高かった年度もあったが、時にはマ

イナスの年度もあったのである。また、93 年以降、資本投入の重要性が高まる

につれて、TFP の貢献が低下しつつある。 

ここで注目したいのは、我々の計測では労働と資本の投入を単純合計量で測

り、質的な部分を含めていないことである。もし、経済状況の改善による労働

者の教育水準の高まり、国有企業における企業改革、利潤動機に支配された外

資系企業・合弁企業・郷鎮企業・私営企業の拡大による労働時間の増加、投入

資本財の質の向上や構成の変化といった投入要素の質的変化を明示的に取り入

れるなら、TFP の貢献はもっと小さくなる。これは中国の経済成長がまだ要素投

入成長型から脱皮していないことを物語っている。 

上述の中長期トレンドは、表 1、表 2 の結果をグラフにした図 1、図 2、図 3

から、より明確に読み取ることができる。(12) 

 

５．地域・省レベルの計測結果（1981-1995 年）と分析 
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第 2、3 節の方法論とデータを、東部・中部・西部の 3 地域および 30 の省・

直轄市・自治区に適用して得られた結果は、前節の全国レベルの計測結果と共

に、表 3 に要約されている。計測結果は、1981-1995 年の全期間および‘六五’

‘七五’‘八五’の各 5 ヵ年計画期について、GDP・労働・資本・TFP の平均成

長率と、GDP 成長に対する労働・資本・TFP の平均貢献率で示されている。表３

最後の欄は、対応する資本ストックの推計値（1995 年）である。 

表 3 に示された計測結果から、15 年間の中国の地域レベル、省レベルの経済

成長について、以下のような観察と分析が可能である。 

GDP の成長率について、地域間、各省間にかなり大きい格差が存在している。

15 年間の平均から見ると、東部地域は中部、西部地域より２％以上高い。省レ

ベルでは、高成長の広東（14.7％）、福建（14.2％）が低成長の黒竜江（7.2％）、

青海（7.3％）に比べ 2 倍も高くなっている。基本的には、成長率の高い省は東

部に、成長率の低い省は西部に集中している。しかし、全国平均以下の省が東

部にも 4 つあるから、東部の省がすべて高く、西部の省がすべて低いという訳

ではない。‘六五’‘七五’‘八五’期間の平均から見ると、東部、中部、西

部の 3 地域間で成長率の格差が広がっている。‘六五’期間に、東部の成長率

は中部、西部より１％弱高いだけであるが、‘八五’期間に格差は 4.4％以上に

なっている。これは‘六五’期間と比べて‘八五’期間には、中部、西部の成

長率があまり変わらないかあるいは逆に下がるのに対して、東部地域ではすべ

ての省で成長率が高まったからである。各省間の成長率の最大格差は‘六五’

期間では 2 倍であるのに、‘八五’期間には 3 倍近くになっている。 

このように GDP 成長については大きな格差が観察されるのに対して、投入要

素としての労働の増加率については東部、中部、西部の 3 地域間に大きな差異

が見られない。また、全ての省で‘六五’期間から‘八五’期間にかけて労働

投入増加率が低下する傾向にある。この現象は全国の状況と一致している。GDP

に対する貢献率から見ると、東部においてより速いテンポで労働投入の重要性

が低下している。 

他方、資本投入の増加率は、15 年間で見ても、‘六五’‘七五’‘八五’の

5 ヵ年で見ても、東部の方が中部、西部より常に 5％前後高い水準に維持されて

いる。各省間では、資本投入増加率は相当大きく異なっている。資本ストック
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の水準については、15 年間で、東部と中・西部の間のギャップがますます大き

く開いてきている。(13) また、GDP 成長率が高い省では資本投入の増加率も高い。

従って、資本投入による GDP 成長というパターンは、全国レベルのみならず、

地域や省レベルにも該当することになる。しかし、成長への貢献度から見た場

合、15 ヵ年で平均された資本投入の貢献は、東部（64.8％）の方が中部（40％）

や西部（48.8％）より高いが、‘六五’期間から‘八五’期間にかけて、東部

では 71.5％から 43.2％へ大幅に低下する一方、中部（32％前後）や西部（41％

前後）ではほとんど変化がない。また、GDP 成長率については、東部と中・西部

の間に‘六五’期間から‘八五’期間かけて、格差がさらに拡大する現象が起

こっている。この東部と中・西部との間の成長率格差の「さらなる拡大」は、

明らかに、労働投入あるいは資本投入の増加によるものではなく、TFP 成長の変

化によるものである。 

TFP の成長率は、15 年間の平均でみても、‘六五’‘七五’期間の平均で見

ても、東部より、中・西部のほうが高くなっている。この関係は‘八五’期間

になって逆転した。省レベルでみれば、‘六五’と‘七五’期間において、TFP

成長率は東部でマイナスの省が多かったが、‘八五’期間には一転して、東部

で高成長を達成した省が多くなっている。これに対応して、成長に対する TFP

の貢献も、15 年間の平均または‘六五’や‘七五’期の平均において、東部よ

り中・西部の方がかなり高いが、‘八五’期間においては、東部はすでに中部

より少し低く西部より少し高いという状況にある。つまり、‘六五’期間から

‘八五’期間にかけて、東部の TFP の貢献率（12.2％から 51.4％へ）が大きく

改善されたのに対して、中部（51％から 57.4％へ）や西部（42.2％から 48.8）

では小幅の改善にとどまった。 

結論的に言えば、中国の地域レベル、省レベルの経済成長について、少なく

とも、次の 3 点を指摘できる。（1）全国レベルと同じく、各地域、各省の経済

成長は資本投入に大きく依存している。（2）東部が中部、西部より高い GDP 成

長率を有するのは高い資本投入が原因である。（3）‘八五’期間において東部

と中・西部の間の GDP 成長率格差が拡大するのは、東部が中・西部に比べ高い

資本投入による成長をさらに推し進めた結果ではない。それは、東部の TFP 成

長が加速したことによるものである。 
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6．要約と結論 

 

本稿の計測結果と分析は以下のように要約できる。改革開放以来の 15 年間、

中国の GDP 高成長の主な部分は安定かつ高水準の資本投入によるものである。

しかも、最近の成長は、資本投入の重要性を再び高める傾向を見せている。労

働投入の成長に対する貢献は安定かつ低水準にとどまったが、90 年代に入って

さらに低下する傾向にある。TFP の GDP 成長に対する貢献はかなり不安定であり、

時には労働投入はもちろん資本投入よりも高くなり、時にはマイナスになるこ

ともあった。また、93 年以降、資本投入の重要性が高まるにつれて、TFP の貢

献が低下しつつある。全国レベルと同様に、各地域、各省の経済成長は資本投

入に大きく依存する。東部が中部、西部より高い GDP 成長率を有するのは高い

資本投入が原因である。‘八五’期間において東部と中・西部との GDP 成長率

格差が拡大するのは、東部が中・西部より高い資本投入をさらに推し進めたこ

とによるのではなく、東部で TFP 成長が加速したことによる。 

本研究の今後の課題として、次の 3 点があげられる。第 1 はデータ処理であ

る。TFP の計測結果に大きく影響を与えるのは全社会固定資産投資のデフレータ

ー、つまり固定資産投資価格指数である。特に省レベルの 80 年代の固定資産投

資価格指数について検討・改善の必要がある。また、全国と各省の両レベルで、

まず労働時間と資本稼働率を、次に労働投入と資本投入の質を考慮することが

必要である。第 2 は計測結果のより本質的な分析である。つまり、中国および

各省の TFP の変化に影響する要因、すなわち TFP の中身を更に詳しく分析・対

比することである。第 3 は、本研究が採用（開発）した TFP・資本ストック同時

推計法の他分野への応用である。まず、同じ方法論を中国の各産業に適用し、

全国レベルの計測結果を産業レベルから補完しなければならない。次に、同じ

方法論を中国以外の国、特に東アジアの国々に適用し、国際比較の観点から中

国の生産性が比較検討されねばならない。このような諸課題をへて、本稿の成

長会計分析は、中国経済の成長力の評価とか中国経済の競争力の分析等、より

実践的な内容の研究に移行してゆくだろう。(14) 
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付論  解（ＴＦＰ成長率）の計算プロセス 

 

第 2 節で展開された TFP 成長率と資本ストックの同時決定方式は、通常のパ

ソコン・ソフト（例えば Microsoft Excel）を使って、極めて容易に、現実経済

の数値計算に適用することができる。表 A1、図 A1、表 A2、図 A2 には、中国の

全国レベルのデータに適用した場合（第 4 節、表１）の具体的な計算プロセス

が例示されている。表 A1 と図 A1 は、経済的に意味のある TFP 領域に対する繰

り返し計算（この場合は 13 回の繰り返し）の例示である。この表と図から、TFP

成長率の初期値（GTB）を 0.025 から少しずつ大きくし 0.112 まで変化させると、

TFP 成長率の末尾値（GTE）とのギャップ（GTB-GTE）が、GTB = 0.03746 の点で

ゼロになることがわかる。つまり、同時決定方式の TFP に関する解は 3.75％

（1981-1995 年の平均成長率）であり、それに対応する 1995 年と 1980 年の資本

ストック（K95，K80）は、それぞれ、122168 億元と 27055 億元となる。 

表 A1 と図 A1 から、GTB = 0.111 も解の１つであるとの印象を与えるかもしれ

ない。しかしながら、表 A2 から明かなように、これは経済的に全く無意味な解

である。GTB = 0.111 に対応する K95 と K80 が異常に大きく、しかも K95＜K80

となるからである。表 A2 と図 A2 から、解の条件（GTB=GTE）を満たす点が、GTB 

= 0.03746 以外に、少なくとも 5 ヶ所で存在することがわかるが、それらは全て

経済的に無意味である。1980 年のストック水準（K80）がマイナスになるか、プ

ラスで異常に大きくなるからである。従って、第 2 節表 1 の推計値は、経済的

に意味のある唯一の解に対応する結果となっている。一般に、経済的に意味の

ある解をさがし、それが唯 1 つであることを確認するためには、若干の試行錯

誤のプロセスが必要になるだろう。 
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注 

 

＊   名古屋大学大学院国際開発研究科・教授 

＊＊ 名古屋大学大学院国際開発研究科・博士課程 1 年 

 

（１）Krugman [1994] では、市場経済移行期の中国について生産効率の改善を認めるもの

の、その多くが 2 度と繰り返すことのできない 1 度限りのものとみなされている。一般に、

投入増大型の「まぼろしのアジア経済」という見方に対して、明治以降の日本の経済発展

はマルクス型（投入増大型）からクズネツ型（生産性改善型）の成長パターンに変わった

とする見方（速水［1996、第 5 章］）が対置されてよい。 

（２）例えば、1995 年、中国共産党十四次大会第 5 回全国大会で提出された《国民経済と

社会発展“九五”計画及び 2010 年長期目標に関する建議》によれば、「今後 15 年の目標

を実現するために、もっとも重要なのは二つの全局的な根本転換を実現することである。

一つは伝統的な計画経済体制から社会主義市場経済体制への転換、二つ目は経済成長方式

の粗放成長（Extensive Growth）型から集約成長（Intensive growth）型への転換である。」

呉敬連［1995］によれば、上記の粗放成長型は要素投入増大型を、集約成長型は全要素生

産性増大型を意味する。 

（３）その他の生産性研究として、鄭玉韵他 [1993]、Jefferson 他 [1995] 等がある。 

（４）データ期間が偶数年、例えば 1986-1995 年の 10 年間になる場合には、K を対象期間

中央すなわち 1990 年末の資本ストックとみなし、毎年の実質投資額（I(t)）を(4)(5)式に

対応する 

          (4 ’)  K(t+1) = (1-δ) K(t) + I(t) 

          (5 ’)  K(t-1) = ( K(t) – I(t-1) ) / (1-δ) 

に従って前後 10 ヵ年で累積し、期首・期末平均の年央値（(K(t)+K(t+1))/2）を使って資

本ストックの成長率を計算すればよい。 

（５）GY、GL、ω、δ、I に現実の平均値データをあてはめれば、(3)式で決まる期間中央

の K はＴＦＰ成長率 x のみの関数（K(x)と表記）である。この K(x) をベースに、 (4)(5) 

式に従い I の年実績値で前後に（逆）累積し、その成長率を平均した GK もまた x のみ

の関数（GK(x)と表記）である。この GK(x) は、出発点(1)式の成長会計恒等式（GY =ω GL 

+ (1-ω) GK(x) + x）を成立させなければならない。一般に、データ期間が n 年の場合に
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は、資本ストックの平均成長率 GK(x)は、分母子が x に関する n 次の多項式である有理関

数となり、従って、最後の成長会計式は x に関する n+1 次の多項式になる。 

（６）年鑑データは年末値であるが、年央値に直すことなく、そのまま使用した。年末値

に基づく労働投入の成長率は、年央値に基づくそれとほぼ同じで、ＴＦＰ推計に大きな影

響はないと判断した。 

（７）加重平均のウェイトとして、前者を 1/3、後者を 2/3 に設定した。 

（８）加重平均のウェイトとして、前者を 1/3、後者を 2/3 に設定し、後者の中では、建

築材料を 1/3、賃金指数を 2/3 に設定した。 

（９）李京文他［1993］では資本ストックの水準に関するデータが公表されていないが、

その増加率は我々の推計の方が概して１～２％高くなっている。 

（10）表 1 下段に示されているように、‘八五’期間で平均された TFP 成長率は 6.06％で

あり、‘六五’期間や‘七五’期間に比べ加速している。この意味では、表 1 の推計値と

‘八五’期 5 ヵ年のデータに基づく推計値とは整合的である。 

（11）在庫投資を含めた固定資本形成データを使用した場合、TFP の成長率は 3.41％、1995

年の資本ストックは 145999 億元になる。この推計のデータ・ソースは SSB-PRC and IER- HU 

[1997] (Table A.21, Table A.22) である。また、Young [1994](footnote 9)によれば、

Io = 基準年の実質投資額、g = 基準年に先立つ 5 ヵ年の実質投資（I）の平均成長率、δ = 

減価償却率とすれば、基準年における実質資本ストックの水準 (Ko) は 

                     Ko = Io / (g +δ) 

によって推計される。この公式を中国全経済に関する表１のデータに当てはめると、基準

年が 1986 年の場合には Ko=31864 億元、基準年が 1995 年の場合には Ko=94163 億元という

推計値が得られる。これらのストック水準は、表 1 に比べかなり小さく、GDP 比で見ても異

常に小さくなる。 

（12）図２から、本稿の資本ストックは、資本・産出比率がほぼ一定（1.8～2.3）になる

水準で推定されていることがわかる。公表データから計算された ICOR は、この比率よりは

るかに大きくなる。 

（13）1995 年の資本ストック（表３最後の欄）と 15 ヵ年平均の資本投入増加率を 3 地域で

比較されたい。 

（14）成長力の評価については経済企画庁［1997］を、競争力の分析については江崎・板

倉［1996］、江崎・伊藤・王・板倉［1996］を参照されたい。 
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表１  中国経済の成長会計分析（1981－1995年） ―全国

                             成   長   率（％） 実質投資 資本ｽﾄｯｸ

年       GDP 労働投入 資本投入 ＴＦＰ (中米日) 実質投資   （億元）    （億元）
1981 5.17 3.22 7.39 -0.07 (-0.57) 2.49 3369 29082
1982 9.26 3.59 8.19  3.44  (4.44) 25.91 4242 31462
1983 11.18 2.52 9.56  5.25  (3.39) 14.50 4857 34470
1984 15.32 3.79 10.81  8.13  (7.84) 22.98 5973 38196
1985 12.87 3.48 12.76  4.89  (4.88) 25.90 7520 43071
1986 8.86 2.83 13.79  0.72  (0.71) 14.04 8576 49008
1987 11.57 2.93 13.76  3.39  (4.50) 13.30 9717 55753
1988 11.27 2.93 13.47  3.23  (4.35) 10.83 10769 63265
1989 4.06 1.83 10.49 -1.97 (-1.72) -19.23 8698 69898
1990 3.83 2.55 7.36 -1.05 (-0.04) -2.95 8441 75043
1991 9.19 2.86 7.09  4.28 13.10 9547 80359
1992 14.24 1.87 8.48  9.16 25.27 11960 87175
1993 13.49 1.33 10.73  7.60 27.78 15283 96525
1994 12.66 2.08 12.37  5.59 18.09 18048 108461
1995 10.55 1.49 12.65  3.65 10.92 20019 122180

   15年平均 10.23 2.62 10.59  3.75 13.53 9801 65597
‘六五’期間 10.76 3.32 9.74  4.33  (4.00) 18.36 5192 35256
‘七五’期間 7.92 2.61 11.77  0.86  (1.56) 3.20 9240 62593
‘八五’期間 12.03 1.93 10.26  6.06 19.03 14971 98940

（注1）実質投資と資本ストックは1995年価格。資本ストックは各年の年央のもの。

（注2）括弧内は中米日共同研究チームの計測結果（李京文他［1993］）。

表2  GDP成長に対する労働・資本・TFPの貢献及び指数 ―全国

       GDP成長に対する貢献（％）                     指   数（1995年＝1.00）

  年  労働投入  資本投入       TFP            GDP  労働投入  資本投入         TFP

1981 32.08 69.32 -1.39 0.25 0.70 0.24 0.58
1982 19.97 42.87 37.16 0.27 0.73 0.26 0.60
1983 11.61 41.47 46.92 0.30 0.74 0.28 0.63
1984 12.74 34.22 53.04 0.34 0.77 0.31 0.68
1985 13.93 48.10 37.98 0.39 0.80 0.35 0.72
1986 16.45 75.46 8.09 0.42 0.82 0.40 0.72
1987 13.04 57.69 29.26 0.47 0.85 0.46 0.74
1988 13.39 57.98 28.63 0.52 0.87 0.52 0.77
1989 23.21 125.26 -48.47 0.55 0.89 0.57 0.75
1990 34.29 93.20 -27.49 0.57 0.91 0.61 0.75
1991 16.03 37.39 46.58 0.62 0.94 0.66 0.78
1992 6.76 28.89 64.35 0.71 0.95 0.71 0.85
1993 5.08 38.56 56.36 0.80 0.97 0.79 0.91
1994 8.46 47.37 44.17 0.90 0.99 0.89 0.96
1995 7.27 58.15 34.58 1.00 1.00 1.00 1.00

 15年平均 13.18 50.19 36.62
‘六五’期間 15.89 43.91 40.20
‘七五’期間 17.00 72.11 10.88
‘八五’期間 8.25 41.38 50.37



図1  GDP・労働・資本・TFPの成長率（1981‐1995、％） ―全国

図2  GDP・労働・資本・TFPの指数（1995年=1.0） ―全国

図3  GDP成長に対する労働・資本・TFP貢献率（1981‐1995、％）―全国
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表３  中国経済の成長会計分析（1981－995年） ―全国・地域・各省

                     15年間平均(1981-1995)                      ‘六五’(81-85)期間平均                      ‘七五’(86-90)期間平均                    ‘八五’(91-95)期間平均   1995年

           成長率（％）      貢献率（％）            成長率（％）      貢献率（％）            成長率（％）      貢献率（％）            成長率（％）      貢献率（％） 資本ストック

  GDP    労働   資本    ＴＦＰ    労働   資本   ＴＦＰ   GDP    労働   資本    ＴＦＰ    労働   資本   ＴＦＰ   GDP    労働   資本    ＴＦＰ    労働   資本   ＴＦＰ   GDP    労働   資本    ＴＦＰ    労働   資本   ＴＦＰ    (億元）

全国 10.23 2.62 10.59 3.75 13.2 50.2 36.6 10.76 3.32 9.74 4.33 15.9 44.0 40.2 7.92 2.61 11.77 0.86 17.0 72.1 10.8 12.03 1.93 10.26 6.06 8.2 41.4 50.4 122168

東部 11.97 2.53 15.11 2.98 10.3 64.8 24.9 11.26 3.78 15.67 1.38 16.3 71.5 12.2 8.61 2.02 16.17 -0.68 11.4 96.4 -7.9 16.05 1.78 13.50 8.24 5.4 43.2 51.4 68741

中部 9.76 2.81 8.75 4.30 15.9 40.0 44.1 10.85 3.48 7.61 5.53 17.8 31.3 51.0 6.79 2.84 10.12 0.70 23.1 66.5 10.4 11.64 2.11 8.51 6.68 10.0 32.6 57.4 28941

西部 9.53 2.65 10.54 3.40 15.5 48.8 35.7 10.54 3.16 9.80 4.45 16.8 41.0 42.2 7.63 2.92 12.09 0.66 21.4 70.0 8.7 10.43 1.88 9.73 5.09 10.1 41.2 48.8 16055

北京 9.83 2.21 13.27 1.91 10.9 69.7 19.5 9.44 3.50 12.44 1.33 18.0 68.0 14.1 8.22 2.36 15.70 -1.02 13.9 98.5 -12.4 11.81 0.75 11.67 5.43 3.1 51.0 45.9 4620

東 天津 8.85 1.46 8.56 3.45 7.3 53.7 39.0 9.45 3.06 8.41 3.42 14.4 49.4 36.2 5.24 0.07 8.39 0.55 0.6 88.9 10.5 11.86 1.24 8.87 6.38 4.7 41.5 53.8 2614

河北 11.09 2.94 9.18 5.28 14.3 38.2 47.6 10.24 3.77 8.48 4.30 19.8 38.2 42.0 8.43 2.89 10.83 1.88 18.5 59.3 22.3 14.61 2.15 8.23 9.66 7.9 26.0 66.1 5548

遼寧 9.11 2.33 8.84 3.25 11.7 52.6 35.7 9.42 4.14 6.56 3.97 20.1 37.7 42.1 7.63 1.37 11.65 0.69 8.2 82.7 9.1 10.28 1.48 8.32 5.09 6.6 43.8 49.5 7337

部 上海  9.29 0.34 14.69 -0.27 1.3 101.6 -2.9 9.12 0.93 17.79 -2.63 3.6 125.2 -28.8 5.70 -0.03 13.99 -3.27 -0.2 157.6 -57.4 13.05 0.13 12.31 5.10 0.4 60.6 39.1 7279

江蘇 13.50 1.96 14.15 5.22 7.0 54.3 38.7 13.20 3.78 13.38 4.45 13.8 52.5 33.7 10.18 1.69 15.02 1.58 8.0 76.4 15.5 17.12 0.40 14.07 9.64 1.1 42.6 56.3 9196

浙江 13.90 2.55 24.08 -0.06 8.6 91.9 -0.5 14.88 4.41 28.65 -2.38 13.9 102.0 -16.0 7.71 1.99 25.19 -6.58 12.1 173.3 -85.4 19.10 1.23 18.41 8.77 3.0 51.1 45.9 6241

地 福建 14.15 3.31 20.49 2.77 12.4 68.1 19.5 13.29 3.66 24.71 -0.27 14.6 87.4 -2.0 9.81 3.20 19.15 -0.89 17.3 91.8 -9.0 19.36 3.07 17.62 9.45 8.4 42.8 48.8 2924

山東 12.35 2.67 11.05 5.13 9.9 48.6 41.5 11.93 3.16 9.69 5.23 12.1 44.1 43.8 8.37 2.60 13.39 -0.09 14.2 86.9 -1.1 16.76 2.26 10.07 10.26 6.2 32.6 61.2 9022

広東 14.65 3.02 23.61 1.48 10.4 79.4 10.1 12.26 5.31 29.20 -4.83 22.0 117.4 -39.4 12.58 1.14 22.10 1.10 4.6 86.6 8.8 19.12 2.60 19.53 8.18 6.9 50.3 42.8 11761

域 広西 10.40 2.91 11.45 4.68 18.8 36.2 45.0 8.34 3.48 10.51 2.55 28.0 41.5 30.5 6.14 2.77 12.20 0.27 30.2 65.3 4.4 16.72 2.47 11.64 11.23 9.9 22.9 67.2 2323

海南   14.46 2.25 41.06 -3.74 9.2 116.7 -25.9 9.48 2.53 47.00 -11.3 15.7 203.8 -119 18.44 2.02 36.31 2.33 6.5 80.9 12.6 894

山西 9.29 2.54 4.43 5.82 13.9 23.5 62.6 11.80 3.35 2.78 8.73 14.4 11.6 74.0 5.94 2.52 5.80 1.81 21.5 48.1 30.4 10.14 1.76 4.71 6.92 8.8 22.9 68.3 3093

西 内蒙古10.37 2.60 12.29 3.51 14.0 52.1 33.8 14.48 3.80 13.54 6.39 14.7 41.1 44.2 6.98 1.91 10.81 1.15 15.3 68.2 16.5 9.65 2.08 12.51 2.98 12.1 57.0 30.9 1586

吉林 10.19 3.87 10.07 3.74 22.2 41.1 36.7 10.89 5.27 8.99 4.07 28.3 34.3 37.4 8.59 4.76 11.56 1.00 32.4 56.0 11.7 11.07 1.57 9.65 6.14 8.3 36.3 55.5 2410

部 黒竜江 7.23 2.45 7.18 2.11 14.7 56.1 29.2 7.21 3.54 6.18 2.18 21.3 48.4 30.2 6.56 2.16 8.52 0.81 14.3 73.3 12.3 7.92 1.65 6.83 3.34 9.1 48.7 42.2 4010

安徽 11.51 3.19 6.24 6.86 14.5 25.8 59.6 14.29 4.00 4.25 10.17 14.7 14.2 71.2 5.87 3.03 8.43 0.27 27.1 68.4 4.5 14.36 2.55 6.05 10.15 9.3 20.0 70.6 3734

地 江西 10.52 2.83 10.68 4.78 17.0 37.6 45.5 10.36 2.90 10.58 4.62 17.6 37.8 44.6 7.41 2.91 11.54 1.31 24.7 57.6 17.7 13.78 2.68 9.93 8.42 12.3 26.7 61.1 1929

河南 10.85 3.20 9.95 5.04 18.1 35.4 46.5 11.90 3.95 8.52 6.18 20.4 27.6 52.0 7.66 3.16 12.18 1.01 25.3 61.4 13.2 13.00 2.50 9.16 7.92 11.8 27.2 61.0 4936

域 湖北 10.51 2.09 10.63 4.27 10.2 49.1 40.6 12.30 2.88 10.54 5.70 12.0 41.7 46.3 6.25 1.95 10.90 -0.04 16.0 84.7 -0.7 12.97 1.44 10.43 7.16 5.7 39.1 55.2 3885

湖南 8.94 2.56 9.67 3.68 17.8 41.0 41.2 9.09 2.72 8.51 4.17 18.6 35.5 45.9 6.66 3.00 10.93 0.66 28.0 62.2 9.8 11.06 1.96 9.58 6.21 11.0 32.8 56.1 3604

四川 9.13 2.38 12.00 2.68 15.1 55.6 29.4 9.74 2.81 11.24 3.36 16.6 48.8 34.5 6.38 2.80 13.89 -1.11 25.3 92.1 -17.3 11.26 1.54 10.86 5.78 7.9 40.8 51.3 5369

西 貴州 9.32 3.50 7.20 4.44 23.5 28.8 47.7 12.53 3.77 6.28 7.82 18.9 18.7 62.4 6.77 4.35 8.40 0.91 40.3 46.2 13.5 8.66 2.37 6.91 4.59 17.2 29.8 53.0 1250

雲南 10.48 3.00 12.57 2.24 13.0 65.6 21.4 11.84 3.84 12.68 3.17 14.7 58.6 26.7 9.42 2.88 13.28 0.85 13.8 77.1 9.0 10.18 2.29 11.75 2.71 10.2 63.2 26.7 2271

部 西蔵 7.86 0.79 9.13 5.35 8.0 23.9 68.1 11.26 0.90 8.68 8.76 6.3 15.9 77.8 2.48 0.41 9.66 0.17 13.0 80.2 6.8 9.83 1.06 9.06 7.13 8.6 19.0 72.5 238

陜西 9.80 2.89 8.24 4.81 17.9 33.0 49.1 11.06 3.76 6.93 6.06 20.7 24.6 54.8 8.89 2.80 10.40 3.11 19.2 45.9 35.0 9.44 2.11 7.38 5.26 13.6 30.6 55.7 2475

地 甘粛 9.24 2.55 6.50 4.75 14.0 34.5 51.4 8.48 3.09 4.68 4.61 18.6 27.1 54.3 9.59 2.76 8.74 3.90 14.6 44.7 40.6 9.66 1.79 6.09 5.76 9.4 31.0 59.6 1422

青海 7.31 2.44 4.57 3.96 19.0 26.8 54.1 9.09 3.27 3.40 5.76 20.6 16.1 63.4 5.28 2.19 5.60 1.62 23.7 45.5 30.8 7.58 1.84 4.73 4.50 13.9 26.8 59.4 553

域 寧夏 9.21 3.43 8.97 3.24 20.1 44.7 35.2 11.55 3.85 6.43 6.52 18.0 25.5 56.4 7.95 3.52 11.78 0.64 23.9 68.0 8.1 8.14 2.92 8.69 2.57 19.4 49.0 31.6 494

新疆 11.32 1.81 14.24 3.84 8.7 57.4 33.9 12.49 1.94 16.00 4.14 8.5 58.4 33.1 9.67 1.70 13.92 2.40 9.5 65.6 24.8 11.80 1.80 12.80 4.98 8.3 49.5 42.2 2134
(注1)30の省及び3地域の資本ストックの合計は全国より若干小さい（各省合計の場合5.8%、各地域合計の場合7.8%）。その原因は、｢不分地区｣における固定資産投資が各省の固定資産投資に含まれないからである。

(注2)海南省は1988年3月に広東省から分離・昇格した。海南省の15年間平均に対応する結果は、データの得られる1986-1995年間の平均である。



表A1 全国データに対する繰り返し計算 図A1 全国データに対する繰り返し計算 
       （経済的に意味のあるTFP領域）                 （経済的に意味のあるTFP領域）

   GDP95 58260    GDP80 13606
     GTB GTB‐GTE     K95     K80

0.025 0.010907 115841 13612
0.03 0.005095 118150 18518

0.035 0.001345 120758 24059
0.03746 7.19E-06 122168 27055

0.04 -0.00111 123724 30362
0.05 -0.00362 131079 45987
0.06 -0.00423 141228 67552
0.07 -0.00379 156141 99236
0.08 -0.00281 180196 150347
0.09 -0.00163 225523 246651
0.1 -0.00059 342691 495594

0.111 -3.4E-06 2143673 4322093
0.112 1.84E-06 5483111 11417310

 図Ａ2  全国データに対する繰り返し計算(TFPの全域）
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        表Ａ2  全国データに対する繰り返し計算(TFPの全域）

      GTB GTB-GTE      K95      K80      GTB GTB-GTE      K95       K80
-0.05 -0.09551 98238 -23789        つづき

-0.049 -0.10474 98365 -23518 -0.002 0.00074 106850 -5491
-0.048 -0.11433 98494 -23245 -0.001982 0.00002 106854 -5481 0
-0.047 -0.12453 98624 -22967 -0.0019 -0.00328 106875 -5437
-0.046 -0.13567 98756 -22687 -0.0017 -0.01141 106926 -5328
-0.045 -0.14818 98890 -22403 -0.0015 -0.01980 106978 -5219
-0.044 -0.16268 99026 -22115 -0.0013 -0.02858 107029 -5110
-0.043 -0.18012 99163 -21823 -0.001 -0.04286 107107 -4945
-0.042 -0.20202 99302 -21528 -0.0008 -0.05346 107159 -4835
-0.041 -0.23106 99443 -21229 -0.0006 -0.06528 107211 -4724
-0.04 -0.27247 99585 -20926 -0.0004 -0.07875 107263 -4613

-0.039 -0.33801 99730 -20619 -0.0002 -0.09449 107315 -4502
-0.038 -0.46107 99876 -20308 0 -0.11343 107368 -4390

      ∞ -0.037 -0.78882 100025 -19992 0.0002 -0.13704 107421 -4278
      ∞ -0.035 0.90977 100327 -19349 0.0004 -0.16775 107474 -4165

-0.0347 0.64274 100374 -19251 0.0006 -0.21004 107527 -4052
-0.0345 0.53151 100404 -19185 0.0008 -0.27300 107580 -3939
-0.034 0.35929 100482 -19021 0.001 -0.37855 107634 -3825

-0.0335 0.26027 100560 -18855 0.0011 -0.46439 107661 -3768
-0.033 0.19559 100639 -18688 0.0012 -0.59627 107688 -3711
-0.032 0.11529 100797 -18350 0.0013 -0.82582 107715 -3653 ∞
-0.031 0.06633 100958 -18008 0.0019 0.68173 107878 -3307 ∞
-0.03 0.03231 101122 -17661 0.002 0.52429 107905 -3249

-0.0295 0.01859 101204 -17486 0.0025 0.23950 108042 -2958
-0.029 0.00635 101287 -17310 0.003 0.14864 108181 -2663

0 -0.02872 0.00001 101334 -17210 0.0035 0.10047 108320 -2366
-0.0285 -0.00475 101371 -17132 0.004 0.06767 108462 -2067
-0.028 -0.01501 101455 -16953 0.0045 0.04086 108604 -1764

-0.0275 -0.02464 101540 -16772 0.005 0.01496 108748 -1459
-0.027 -0.03383 101626 -16591 0.005265 0.00001 108824 -1296 0

-0.0265 -0.04274 101712 -16408 0.0053 -0.00210 108835 -1274
-0.026 -0.05153 101798 -16224 0.0054 -0.00833 108864 -1212

-0.0255 -0.06034 101886 -16038 0.0055 -0.01495 108893 -1151
-0.025 -0.06932 101974 -15851 0.006 -0.05774 109039 -840
-0.024 -0.08854 102151 -15473 0.0065 -0.14104 109187 -526

-0.0235 -0.09923 102241 -15282 0.007 -0.45782 109336 -209
-0.022 -0.14006 102515 -14701 0.0071 -0.68589 109366 -145 ∞

-0.0215 -0.15888 102608 -14504 0.0076 0.66453 109517 176 ∞
-0.021 -0.18247 102701 -14306 0.0078 0.40351 109578 305

-0.0205 -0.21353 102795 -14106 0.008 0.29658 109639 434
-0.02 -0.25722 102890 -13905 0.009 0.14052 109947 1090

-0.0195 -0.32466 102985 -13702 0.01 0.09727 110262 1758
-0.019 -0.44537 103081 -13498 0.011 0.07544 110582 2439

-0.0185 -0.73193 103178 -13292 0.012 0.06165 110909 3134
      ∞ -0.0184 -0.84505 103198 -13250 0.013 0.05187 111243 3843
      ∞ -0.0173 0.94140 103414 -12791 0.014 0.04445 111583 4566

-0.017 0.56201 103473 -12665 0.015 0.03854 111931 5305
-0.0165 0.31982 103573 -12452 0.02 0.02043 113780 9234
-0.016 0.21105 103674 -12239 0.025 0.01091 115841 13612

-0.0155 0.14821 103775 -12023 0.03 0.00510 118150 18518
-0.015 0.10648 103878 -11806 0.035 0.00134 120758 24059

-0.0145 0.07612 103981 -11587 0.03746 0.00001 122168 27055 0
-0.014 0.05249 104085 -11366 0.04 -0.00111 123724 30362

-0.0135 0.03306 104189 -11143 0.05 -0.00362 131079 45987
-0.013 0.01634 104295 -10919 0.06 -0.00423 141228 67552

-0.0125 0.00133 104401 -10693 0.07 -0.00379 156141 99236
0 -0.012455 0.00004 104411 -10673 0.08 -0.00281 180196 150347

-0.0124 -0.00153 104423 -10648 0.09 -0.00163 225523 246651
-0.012 -0.01270 104509 -10465 0.1 -0.00059 342691 495594

-0.0115 -0.02635 104617 -10236 0.111 0.00000 2143673 4322093
-0.011 -0.04017 104726 -10004 0.112 0.00000 5483111 11417310 0

-0.0105 -0.05477 104836 -9771 0.115 -0.00005 -1326651 -3051212
-0.01 -0.07092 104946 -9535 0.12 -0.00038 -375384 -1030079

-0.0095 -0.08974 105058 -9298 0.13 -0.00242 -114726 -476268
-0.009 -0.11303 105171 -9059 0.14 -0.00759 -44460 -326974

-0.0085 -0.14408 105284 -8818 0.15 -0.01971 -11787 -257556
-0.008 -0.18987 105398 -8575 0.16 -0.05582 7094 -217440

-0.0075 -0.26838 105514 -8329 0.165 -0.12490 13831 -203126
-0.007 -0.44534 105630 -8082 0.167 -0.22045 16179 -198138

-0.0069 -0.51255 105654 -8032 0.168 -0.35268 17289 -195778
-0.0067 -0.73535 105701 -7933 0.1685 -0.50415 17829 -194630 ∞

      ∞ -0.0066 -0.94141 105724 -7883 0.1706 0.58499 19997 -190025 ∞
      ∞ -0.0059 0.90047 105890 -7531 0.171 0.40731 20392 -189186

-0.0057 0.56223 105937 -7429 0.172 0.22584 21357 -187136
-0.0055 0.40341 105985 -7328 0.173 0.15080 22289 -185154
-0.0053 0.31064 106033 -7226 0.174 0.10857 23192 -183237
-0.005 0.22592 106106 -7072 0.175 0.08050 24065 -181382

-0.0045 0.14675 106227 -6814 0.176 0.05964 24911 -179585
-0.004 0.10001 106349 -6554 0.177 0.04275 25730 -177843

-0.0035 0.06761 106473 -6292 0.178 0.02806 26525 -176155
-0.003 0.04241 106597 -6027 0.179 0.01445 27295 -174518

-0.0025 0.02087 106723 -5760 0.18 0.00110 28043 -172930
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